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携帯電話のPHS帯域保護規定緩和見直し検討
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◼検討の背景

– 第9回作業班資料4で公衆PHSサービス終了後のPHS帯域保護規定の見直しが要望されたため規定緩和検討を行う

◼検討の進め方
– 公衆PHSサービスが終了してもデジタルコードレス電話は存在するため、規定の完全撤廃ではなく適切な保護を考慮
した上で規定値の緩和を検討する

– 現行規定値での共用検討結果(携帯電話与干渉) から、適切な緩和量を見込んで再度共用検討を行う

– 国際協調を考慮し、3GPP規定も参考にして緩和量を決定する

– DECTフォーラム及びXGPフォーラムでの検討結果を元に、ARIB規格会議作業班(第28作業班(PHS)、第T101作業班
(DECT)、sXGP作業班)及び携帯電話事業者にて内容確認と合意形成を行う
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3GPP規定調査

◼移動局(UE) TS 36.101 v.15.9.0 Release 15

– § 6.6.3 Spurious emissions

– § 6.6.3.2 Spurious emission band UE co-existence

– § 6.6.3.3 Additional spurious emissions

NOTE 26: For these adjacent bands, 
the emission limit could imply risk of 
harmful interference to UE(s) 
operating in the protected operating 
band.

帯域幅換算：
-15.5dBm/5MHz = -22.5dBm/MHz
+1.6dBm/5MHz = -5.4dBm/MHz
-41dBm/0.3MHz = -35.8dBm/MHz

◼基地局(BS) TS 36.104 v.15.3.0 Release 15

– § 6.6.4.3 Additional spurious emissions requirements

– § 6.6.4.1.1 Spurious emissions (Category A) 日本適用

 ITU-R Rec. SM.329-12   (4.5 Category D limits) 日本適用

参照帯域幅推奨=1MHz

ITU-R SM.329 Table5に

記載されないサービスに
適用
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調査結果を踏まえた規定値緩和の考え方

◼3GPP規定調査結果の考察

– スプリアス発射の基本許容値は、移動局 -30dBm/MHz、基地局 -13dBm/MHz だが、Category Dの日本にはデジタル
コードレス電話及びPHS保護規定がある(1893.5-1919.6MHz: -36dBm、1893.5MHz以下及び1919.6MHz超 -26dBm)

– 隣接周波数帯に他のサービスが存在する(sXGPが該当するBand39(1880-1920MHz TDD)を想定)場合の規定値は、
• 1.7GHz帯移動局：-50dBm/MHz
• 2GHz帯移動局：-40dBm/MHz(1880-1895MHz)、 -15.5dBm/5MHz (1895-1915MHz)、+1.6dBm/5MHz(1915-1920MHz)
• 1.7GHz/2GHz帯基地局：-52dBm/MHz(1880-1920MHz)

– PHS帯域(1884.5-1915.7MHz)を考慮した追加規定の規制値は、移動局/基地局共に -41dBm/300kHz

– 3GPP規定では1.7GHz帯(Band3)及び2GHz帯(Band1) からBand39に対しての基地局規定値(-52dBm/MHz)が移動局
規定値(Band3: -50dBm/MHz, Band1: -40dBm/MHz)より厳しいことを踏まえ、移動局についてはスプリアス発射の基本
許容値をベースに帯域外領域のスペクトラムマスク特性を考慮した緩和検討を行い、基地局/小電力レピータ/中継局
についてはデジタルコードレス電話及びPHS保護規定値をベースに緩和を検討することとしたい

– 周波数範囲については、現行範囲からの変更は追加規制となって既存無線局の工事設計認証に影響を及ぼすこと
が懸念されるため、緩和する場合も現行周波数範囲内での規定値変更に留めることが望ましい

◼携帯電話の緩和規定値案

– 2GHz帯移動局については、現行の周波数範囲(1884.5-1915.7MHz)を基本スプリアス規定の -30dBm/MHzと sXGP方
式移動局の2GHz帯携帯電話保護規定に等しい -25dBm/MHzを適用する部分に分割(帯域幅に応じて2つの分割点
を設定)し、現行周波数範囲外は携帯電話の不要発射をデジタルコードレス電話が許容するとして共用検討を行う

– その他の1.7GHz帯及び2GHz帯携帯電話の全ての無線局については、現行の周波数範囲にて -41dBm/300kHz 又は
-36dBm/MHzに統一して共用検討を行う
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携帯電話の現行のPHS帯域保護規定

-41dBm/300kHz (1884.5-1915.7MHz)

◼現行のPHS帯域保護規定

F7

1884.5MHz 1893.5MHz 1906.1MHz 1915.7MHz

ch12 ch18 ch35ch37

1895.616 1897.344 1899.072 1900.800 1902.528 1904.256

F1 F2 F3 F4 F5 F6

2GHz帯携帯電話(U/L)
(Band1 FDD)

1.7GHz帯携帯電話(D/L)
(Band3 FDD)

1880MHz 1920MHz

DECT方式
1894.752 1896.480 1898.208 1899.936 1901.664 1903.392 1905.120

1888.704 1890.432 1892.160 1893.888

F9 Fa Fb F0

1887.840 1889.568 1891.296 1893.024

PHS方式

公衆PHS(↑↓) (2023年3月末まで)

1886.976

F8

1886.112

1885.248

1884.384

GB(4.5MHz)

Harmonized standard of EU DECT (1880-1900MHz)

1882.6561880.928

ch251 ch1

1899.1 1909.1 1914.11891.0

F1 F2F0
GB(4.3MHz)

F3

TD-LTE方式(5MHz)

1906.6MHz

携帯電話移動局
携帯電話基地局
陸上移動中継局

-51dBm/300kHz (1884.5-1915.7MHz)

小電力レピータ

1916.6MHz

帯域幅換算：
-41dBm/300kHz = -35.8dBm/MHz
-51dBm/300kHz = -45.8dBm/MHz
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1906.6 1916.61911.6

2GHz帯携帯電話(U/L)
(Band1 FDD)

1.7GHz帯携帯電話(D/L)
(Band3 FDD)

-41dBm/300kHz 又は -36dBm/MHz

携帯電話におけるPHS帯域保護規定見直し案

-30dBm/MHz -25dBm/MHz

◼現行PHS帯域保護規定の緩和見直し案

F7

1884.5MHz 1893.5MHz 1906.1MHz 1915.7MHz

ch12 ch18 ch35ch37

1895.616 1897.344 1899.072 1900.800 1902.528 1904.256

F1 F2 F3 F4 F5 F6

1880MHz 1920MHz

DECT方式
1894.752 1896.480 1898.208 1899.936 1901.664 1903.392 1905.120

1888.704 1890.432 1892.160 1893.888

F9 Fa Fb F0

1887.840 1889.568 1891.296 1893.024

PHS方式

公衆PHS(↑↓) (2023年3月末まで)

1886.976

F8

1886.112

1885.248

1884.384

GB(4.5MHz)

Harmonized standard of EU DECT (1880-1900MHz)

1882.6561880.928

ch251 ch1

1899.1 1909.1 1914.11891.0

F1 F2F0
GB(4.3MHz)

F3

TD-LTE方式(5MHz)

1906.6MHz

(10MHz以上の
帯域幅の場合)

携帯電話基地局
陸上移動中継局
小電力レピータ

1916.6MHz

帯域幅換算：
-41dBm/300kHz 
= -35.8dBm/MHz

-30dBm/MHz -25dBm/MHz
携帯電話移動局
(5MHz帯域幅の
場合)

1910MHz



携帯電話との共用検討方法及び干渉調査モデル
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◼携帯電話との共用検討方法

– 過去の作業班(情通審第149回陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)と同様の手法で共用検討を行う

– 調査モデル1では1対1正対モデルで検討を行い、所要改善量が大きい場合はアンテナの高低差を見込んだ調査モデル2で検討する

– 調査モデル2でも所要改善量が大きい場合は、確率的評価である調査モデル3を実施して評価を行う

◼干渉調査モデル
調査モデル1

適用モデル： 自由空間モデル
壁損失(壁1枚)：10dB
離隔距離： 携帯電話基地局 40m

移動局、中継局 10m

適用モデル：ITU-R P.1238-10 屋内伝搬モデル
離隔距離： 一律 10m

調査モデル2

屋内－屋外設置の場合 同一屋内設置の場合

デジタルコードレス
電話の無線局

携帯電話
システム

デジタルコードレス
電話の無線局

携帯電話
システム

屋内－屋外設置の場合 同一屋内設置の場合

適用モデル： 拡張秦(Urban)モデル
壁損失(壁1枚)：10dB
離隔距離：空間伝搬損失と垂直方向の指向性
減衰量を足し合わせた損失が最小となる距離

適用モデル：ITU-R P.1238-10 屋内伝搬モデル
離隔距離：空中線高低差を考慮した直線距離(m)

ただし、水平距離は10m

調査モデル3

モンテカルロシミュレーションの
イメージ

計算ソフトウェア：SEAMCAT 5.4.2（最新公式版）

試行回数：20,000回

干渉考慮半径：携帯基地局被干渉は500m、その他は300m

最小離隔距離：携帯移動局与干渉・被干渉は1m、その他は10m

干渉確率許容値：3%以下（累積97%値で干渉許容レベル以下）

伝搬モデル： 屋内屋外の場合 拡張秦(Urban)モデル

(※1) 屋内同士の場合 IEEE802.11 rev.3(Model C)モデル

同時送信台数：携帯移動局 半径300mで6台 (※2)

小電力レピータ 半径300mで3台 (※2)

陸上移動中継局 屋外型 半径300mで1台 (※2)

陸上移動中継局 屋内型 半径300mで2台 (※2) ※2:陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)

※1:伝搬モデル毎の距離/伝搬損特性
伝搬モデルの詳細については付録に記載

デジタルコードレス
電話の無線局

携帯電話
システム

携帯電話
システム

デジタルコードレス
電話の無線局
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干渉影響評価基準とデジタルコードレス電話の無線特性

◼デジタルコードレス電話の無線特性

◼干渉影響評価基準

– 帯域内干渉：不要発射の強度 ＋ 調査モデル結合損 ＜ 許容干渉レベル（帯域内）※I/N基準
– 帯域外干渉：空中線電力 ＋ 調査モデル結合損 ＜ 許容干渉レベル（帯域外）

所要改善量＝与干渉量（不要発射の強度又は空中線電力）＋調査モデル結合損－許容干渉レベル
確率的評価の場合は与干渉量＋調査モデル結合損を干渉信号受信電界強度（不要発射及びブロッキング）
分布の累積確率97%の値とする（＝干渉発生確率3%）
所要改善量が負なら改善不要、正なら改善必要と評価する

デジタルコードレス電話の無線特性 ※1、※2 ※1、※2 ※3、※4 ※3、※4 ※5 ※5

項目 単位 DECT親機 DECT子機 PHS親機 PHS子機
sXGP親機

(5MHz-BW)
sXGP子機

(5MHz-BW)

空中線電力 dBm 23.8 23.8 19 19 23 20

送信空中線利得 dBi 4 0 4 0 4 0

受信空中線利得 dBi 4 0 4 0 4 0

送信給電線損失 dB 0 0 0 0 0 0

受信給電線損失 dB 0 0 0 0 0 0

人体吸収損 dB 0 8 0 8 0 8

送信空中線高 m 2 1.5 2 1.5 2 1.5

受信空中線高 m 2 1.5 2 1.5 2 1.5

不要発射の強度 ※6 dBm/MHz -36 -36 -36 -36 -36/-40 -36/-25

許容干渉レベル(帯域内) (I/N基準) dBm/MHz -119 -119 -121.0 -119.0 -110.8 -110.8

許容干渉レベル(帯域外) dBm -43 -43 -32 -46 -44 -44

※1 小電力無線システム委員会報告(H22.4.20)
※2 陸上無線通信委員会報告(H29.3.31)
※3 携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告

(H17.5.30)
※4 携帯電話等周波数有効利用方策委員会報告

(H19.7.26)
※5 陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)
※6 sXGP方式の左は1875-1880MHz、

右は1920-1925MHzにおける不要発射の強度、
他方式はスプリアス領域における不要発射の
強度の許容値

※sXGP親機のアンテナ指向性は付録に記載、
他はオムニ
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携帯電話の無線特性

◼1.7GHz帯携帯電話(DL)の無線特性（現行規定）

項目 単位 携帯基地局 携帯移動局
小電力レピータ

(一体型)
小電力レピータ

(分離型)
陸上移動中継局

(屋外型)
陸上移動中継局
(屋内用一体型)

陸上移動中継局
(屋内用分離型)

空中線電力 dBm 43 23 24 24 38 26 26

送信空中線利得 dBi 17 0 0 0 11 0 0

受信空中線利得 dBi 17 0 9 9 17 10 10

送信給電線損失 dB 5 0 0 0 8 0 10

受信給電線損失 dB 5 0 0 12 8 0 10

人体吸収損 dB 0 8 0 0 0 0 0

送信空中線高 m 40 1.5 2 2 15 2 3

受信空中線高 m 40 1.5 2 5 15 2 10

不要発射の強度(1884.5-1915.7MHz) dBm/MHz -35.8 -35.8 -45.8 -45.8 -35.8 -35.8 -35.8

許容干渉レベル(帯域内) (I/N基準) dBm/MHz -119 -110.8 -110.9 -110.9 -110.9 -110.9 -110.9

許容干渉レベル(帯域外) dBm -43 -56 -56 -56 -56 -56 -56

◼2GHz帯携帯電話(UL)の無線特性（現行規定）

項目 単位 携帯基地局 携帯移動局
小電力レピータ

(一体型)
小電力レピータ

(分離型)
陸上移動中継局

(屋外型)
陸上移動中継局
(屋内用一体型)

陸上移動中継局
(屋内用分離型)

空中線電力 dBm 43 23 16 16 23 20.4 20.4

送信空中線利得 dBi 17 0 9 9 17 10 10

受信空中線利得 dBi 17 0 0 0 11 0 0

送信給電線損失 dB 5 0 0 12 8 0 10

受信給電線損失 dB 5 0 0 0 8 0 10

人体吸収損 dB 0 8 0 0 0 0 0

送信空中線高 m 40 1.5 2 5 15 2 10

受信空中線高 m 40 1.5 2 2 15 2 3

不要発射の強度(1884.5-1915.7MHz) dBm/MHz -35.8 -35.8 -45.8 -45.8 -35.8 -35.8 -35.8

許容干渉レベル(帯域内) (I/N基準) dBm/MHz -119 -110.8 -118.9 -118.9 -118.9 -118.9 -118.9

許容干渉レベル(帯域外) dBm -43 -56 -44 -44 -44 -44 -44

※基地局、移動局(5MHz-BW)

新世代モバイル通信システム委員会(H29.9.27)

※小電力レピータ、陸上移動中継局

携帯電話等高度化委員会報告(H23.5.17)

※アンテナ指向性及び送信電力分布は
付録に記載

※基地局、移動局(5MHz-BW)

新世代モバイル通信システム委員会(H29.9.27)

※小電力レピータ、陸上移動中継局

携帯電話等高度化委員会報告(H23.5.17)

※アンテナ指向性及び送信電力分布は
付録に記載

※基地局、移動局、陸上移動中継局は
-41dBm/300kHz、小電力レピータは
-51dBm/300kHzを /MHzに帯域幅換算

※基地局、移動局、陸上移動中継局は
-41dBm/300kHz、小電力レピータは
-51dBm/300kHzを /MHzに帯域幅換算



携帯電話→DECT方式の干渉計算結果
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◼1.7GHz帯携帯電話→DECT方式共用検討結果（規定緩和案）

– I/N基準 調査モデル 1 調査モデル 2 調査モデル 3

干渉形態
被干渉システム

(Classic-DECT)
与干渉システム

(1.7GHz LTE(DL))

与干渉量
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

被干渉許容値
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
干渉発生確率3%の
干渉電力(dBm) 所要改善量(dB)

5 親機

基地局(屋外)
-35.8 -119.0 64.0 帯域内(不要発射) 19.3 84.8 帯域内(不要発射) -1.5

43.0 -43.0 68.6 帯域外(感度抑圧) 17.4 89.4 帯域外(感度抑圧) -3.4

小電力レピータ一体型
(移動局対向)

-36.0 -119.0 63.9 帯域内(不要発射) 19.1 63.9 帯域内(不要発射) 19.1 -115.8 帯域内(不要発射) 3.2 

24.0 -43.0 68.5 帯域外(感度抑圧) -1.5 68.5 帯域外(感度抑圧) -1.5 -69.8 帯域外(感度抑圧) -26.8 

小電力レピータ分離型
(移動局対向)

-36.0 -119.0 63.9 帯域内(不要発射) 19.1 63.9 帯域内(不要発射) 19.1 -115.8 帯域内(不要発射) 3.2 

24.0 -43.0 68.5 帯域外(感度抑圧) -1.5 68.5 帯域外(感度抑圧) -1.5 -69.8 帯域外(感度抑圧) -26.8 

陸上移動中継局屋内用
一体型(移動局対向)

-35.8 -119.0 63.9 帯域内(不要発射) 19.3 63.9 帯域内(不要発射) 19.3 -120.7 帯域内(不要発射) -1.7 

26.0 -43.0 68.5 帯域外(感度抑圧) 0.5 68.5 帯域外(感度抑圧) 0.5 -72.6 帯域外(感度抑圧) -29.6 

陸上移動中継局屋内用
分離型(移動局対向)

-35.8 -119.0 73.9 帯域内(不要発射) 9.3 74.0 帯域内(不要発射) 9.2 -120.3 帯域内(不要発射) -1.3 

26.0 -43.0 78.5 帯域外(感度抑圧) -9.5 78.6 帯域外(感度抑圧) -9.6 -72.2 帯域外(感度抑圧) -29.2 

陸上移動中継局屋外型
(移動局対向)

-35.8 -119.0 60.9 帯域内(不要発射) 22.3 75.8 帯域内(不要発射) 7.5 -133.1 帯域内(不要発射) -14.1 

38.0 -43.0 65.5 帯域外(感度抑圧) 15.5 80.4 帯域外(感度抑圧) 0.6 -73.9 帯域外(感度抑圧) -30.9 

6 子機

基地局(屋外)
-35.8 -119.0 76.0 帯域内(不要発射) 7.3 96.8 帯域内(不要発射) -13.6

43.0 -43.0 80.6 帯域外(感度抑圧) 5.4 101.4 帯域外(感度抑圧) -15.4

小電力レピータ一体型
(移動局対向)

-36.0 -119.0 75.9 帯域内(不要発射) 7.1 75.9 帯域内(不要発射) 7.1 -127.9 帯域内(不要発射) -8.9 

24.0 -43.0 80.5 帯域外(感度抑圧) -13.5 80.6 帯域外(感度抑圧) -13.6 -81.9 帯域外(感度抑圧) -38.9 

小電力レピータ分離型
(移動局対向)

-36.0 -119.0 75.9 帯域内(不要発射) 7.1 75.9 帯域内(不要発射) 7.1 -127.7 帯域内(不要発射) -8.7 

24.0 -43.0 80.5 帯域外(感度抑圧) -13.5 80.6 帯域外(感度抑圧) -13.6 -81.7 帯域外(感度抑圧) -38.7 

陸上移動中継局屋内用
一体型(移動局対向)

-35.8 -119.0 75.9 帯域内(不要発射) 7.3 75.9 帯域内(不要発射) 7.3 -130.8 帯域内(不要発射) -11.8 

26.0 -43.0 80.5 帯域外(感度抑圧) -11.5 80.6 帯域外(感度抑圧) -11.6 -82.7 帯域外(感度抑圧) -39.7 

陸上移動中継局屋内用
分離型(移動局対向)

-35.8 -119.0 85.9 帯域内(不要発射) -2.7 86.1 帯域内(不要発射) -2.8

26.0 -43.0 90.5 帯域外(感度抑圧) -21.5 90.7 帯域外(感度抑圧) -21.7

陸上移動中継局屋外型
(移動局対向)

-35.8 -119.0 72.9 帯域内(不要発射) 10.3 88.0 帯域内(不要発射) -4.8

38.0 -43.0 77.5 帯域外(感度抑圧) 3.5 92.7 帯域外(感度抑圧) -11.7

※黄色網掛けはマージン小(5dB未満:調査モデル3のみ)、赤色網掛け&赤文字は改善必要、青色網掛け&青文字は規定緩和案)
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携帯電話→PHS親機/sXGP親機の干渉計算結果

◼1.7GHz帯携帯電話(DL)→PHS方式親機共用検討結果

– I/N基準

◼1.7GHz帯携帯電話(DL)→sXGP方式親機共用検討結果

– I/N基準（陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)より）

※緩和案で計算されていた

1.7GHz帯携帯電話→PHS親機干渉計算結果（現行規定）

1.7GHz帯携帯電話→PHS親機干渉計算結果（規定緩和案）

調査モデル 1 調査モデル 2 調査モデル 3

干渉形態
被干渉システム

(PHS)
与干渉システム

(1.7GHz LTE(DL))

与干渉量
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

被干渉許容値
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
干渉発生確率3%の
干渉電力(dBm) 所要改善量(dB)

5 PHS方式親機
小電力レピータ一体型

(移動局対向)

-45.8 -121.0 63.9 帯域内(不要発射) 11.3 63.9 帯域内(不要発射) 11.3 -144.7 帯域内(不要発射) -23.7 

24.0 -32.0 76.1 帯域外(感度抑圧) -20.1 76.1 帯域外(感度抑圧) -20.1 -69.7 帯域外(感度抑圧) -37.7 

調査モデル 1 調査モデル 2 調査モデル 3

干渉形態
被干渉システム

(Classic-DECT)
与干渉システム

(1.7GHz LTE(DL))

与干渉量
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

被干渉許容値
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
干渉発生確率3%の
干渉電力(dBm) 所要改善量(dB)

5 PHS方式親機
小電力レピータ一体型

(移動局対向)

-36.0 -121.0 63.9 帯域内(不要発射) 21.1 63.9 帯域内(不要発射) 21.1 -135.6 帯域内(不要発射) -14.6 

24.0 -32.0 76.1 帯域外(感度抑圧) -20.1 76.1 帯域外(感度抑圧) -20.1 -70.3 帯域外(感度抑圧) -38.3 

※赤色網掛け&赤文字は改善必要、青色網掛け&青文字は規定緩和案)
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1.7GHz帯携帯電話の規定緩和案での干渉計算結果の考察

◼1.7GHz帯携帯電話(DL)→デジタルコードレス電話

– 基地局からデジタルコードレス電話親機への干渉は移動もパワー制御も考慮しない定常的な影響となるため非確率的
な干渉検討が適当であって、現行規定での共用検討結果は調査モデル2の所要改善量が -1.5dB(帯域内(不要発射))
となることから共用可能で現行規定は妥当と考えられる

– 周波数範囲についてはDECTの拡張チャネルの一部(1884.384-1884.5MHz)がはみ出すことになるが、DECT受信帯域幅
(1192kHz)を考慮すれば現行範囲に収まること、及びはみ出す116kHzは現在のガードバンド4.5MHzに対して十分に小さ
く、基地局信号の減衰量(-84dBc)を考慮すると干渉量の増加分は十分低いと考えられることから許容できる

– 小電力レピータ(移動局対向、一体型及び分離型)からDECT親機に対しては 3dB強の改善量が残るが、実機の不要発
射の実力値及び親子機間は屋内近距離であって必要なD/U比が確保できることを考慮して共用可能と考えられる

– 小電力レピータ(移動局対向、一体型及び分離型)からPHS方式に対してはPHS親機の許容干渉レベル(I/N基準)が
DECT方式より2dB深い (-121dBm/MHz)ため 5dB程度の所要改善量となることが想定されるが、PHS方式は帯域幅が
DECT方式の300/1728倍であって干渉量は7.6dB低減すると思われるため、所要改善量はマイナスとなり共用可能と考え
られる

– 確認のため調査モデル3を含めたPHS方式親機との干渉計算を実施したところ、所要改善量は規定緩和案でもマイナス
となるため共用可能と考えられる

– 小電力レピータ(移動局対向、一体型及び分離型)からsXGP方式親機に対しては過去報告(陸上無線通信委員会報
告(R2.5.21))での検討結果から1.35dBの改善量が残るが、小電力レピータ(移動局対向、一体型及び分離型)の実機
の不要発射の実力値を考慮した場合、共用可能であると考えられる
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携帯電話→DECT方式の干渉計算結果

◼2GHz帯携帯電話→DECT方式共用検討結果（規定緩和案）

– I/N基準 調査モデル 1 調査モデル 2 調査モデル 3

干渉形態
被干渉システム

(Classic-DECT)
与干渉システム

(2GHz LTE(DL))

与干渉量
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

被干渉許容値
(帯域内:dBm/MHz,
帯域外:dBm)

調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
干渉発生確率
3%の干渉電力

(dBm)
所要改善量(dB)

7 親機

移動局(屋外)
-30.0 -119.0 71.9 帯域内(不要発射) 17.1 72.1 帯域内(不要発射) 16.9 -133.7 帯域内(不要発射) -14.7

23.0 -43.0 76.5 帯域外(感度抑圧) -10.5 76.7 帯域外(感度抑圧) -10.7 -83.1 帯域外(感度抑圧) -40.1

移動局(屋内)
-30.0 -119.0 71.9 帯域内(不要発射) 17.1 72.1 帯域内(不要発射) 16.9 -121.9 帯域内(不要発射) -2.9

23.0 -43.0 76.5 帯域外(感度抑圧) -10.5 76.7 帯域外(感度抑圧) -10.7 -71.3 帯域外(感度抑圧) -28.3

小電力レピータ一体型
(基地局対向)

-36.0 -119.0 54.9 帯域内(不要発射) 28.1 55.1 帯域内(不要発射) 27.9 -122.5 帯域内(不要発射) -3.5

16.0 -43.0 59.5 帯域外(感度抑圧) -0.5 59.7 帯域外(感度抑圧) -0.7 -72.9 帯域外(感度抑圧) -29.9

小電力レピータ分離型
(基地局対向)

-36.0 -119.0 66.9 帯域内(不要発射) 16.1 65.3 帯域内(不要発射) 17.7 -149.1 帯域内(不要発射) -30.1

16.0 -43.0 71.5 帯域外(感度抑圧) -12.5 69.9 帯域外(感度抑圧) -10.9 -99.5 帯域外(感度抑圧) -56.5

陸上移動中継局屋内用
一体型(基地局対向)

-35.8 -119.0 53.9 帯域内(不要発射) 29.3 54.1 帯域内(不要発射) 29.1 -125.2 帯域内(不要発射) -6.2

20.4 -43.0 58.5 帯域外(感度抑圧) 4.9 58.7 帯域外(感度抑圧) 4.7 -71.4 帯域外(感度抑圧) -28.4

陸上移動中継局屋内用
分離型(基地局対向)

-35.8 -119.0 63.9 帯域内(不要発射) 19.3 74.9 帯域内(不要発射) 8.3 -155.1 帯域内(不要発射) -36.1

20.4 -43.0 68.5 帯域外(感度抑圧) -5.1 79.5 帯域外(感度抑圧) -16.1 -101.3 帯域外(感度抑圧) -58.3

陸上移動中継局屋外型
(基地局対向)

-35.8 -119.0 54.9 帯域内(不要発射) 28.3 77.0 帯域内(不要発射) 6.2 -152.6 帯域内(不要発射) -33.6

23.0 -43.0 59.5 帯域外(感度抑圧) 6.5 81.6 帯域外(感度抑圧) -15.6 -96.2 帯域外(感度抑圧) -53.2

8 子機

移動局(屋外)
-30.0 -119.0 83.9 帯域内(不要発射) 5.1 84.1 帯域内(不要発射) 4.9 -145.8 帯域内(不要発射) -26.8

23.0 -43.0 88.5 帯域外(感度抑圧) -22.5 88.7 帯域外(感度抑圧) -22.7 -95.1 帯域外(感度抑圧) -52.1

移動局(屋内)
-30.0 -119.0 83.9 帯域内(不要発射) 5.1 84.1 帯域内(不要発射) 4.9 -134.0 帯域内(不要発射) -15.0

23.0 -43.0 88.5 帯域外(感度抑圧) -22.5 88.7 帯域外(感度抑圧) -22.7 -83.4 帯域外(感度抑圧) -40.4

小電力レピータ一体型
(基地局対向)

-36.0 -119.0 66.9 帯域内(不要発射) 16.1 67.1 帯域内(不要発射) 15.9 -134.4 帯域内(不要発射) -15.4

16.0 -43.0 71.5 帯域外(感度抑圧) -12.5 71.7 帯域外(感度抑圧) -12.7 -84.8 帯域外(感度抑圧) -41.8

小電力レピータ分離型
(基地局対向)

-36.0 -119.0 78.9 帯域内(不要発射) 4.1 78.7 帯域内(不要発射) 4.3 -160.9 帯域内(不要発射) -41.9

16.0 -43.0 83.5 帯域外(感度抑圧) -24.5 83.4 帯域外(感度抑圧) -24.4 -111.3 帯域外(感度抑圧) -68.3

陸上移動中継局屋内用
一体型(基地局対向)

-35.8 -119.0 65.9 帯域内(不要発射) 17.3 66.1 帯域内(不要発射) 17.1 -137.4 帯域内(不要発射) -18.4

20.4 -43.0 70.5 帯域外(感度抑圧) -7.1 70.7 帯域外(感度抑圧) -7.3 -83.6 帯域外(感度抑圧) -40.6

陸上移動中継局屋内用
分離型(基地局対向)

-35.8 -119.0 75.9 帯域内(不要発射) 7.3 87.4 帯域内(不要発射) -4.1

20.4 -43.0 80.5 帯域外(感度抑圧) -17.1 92.0 帯域外(感度抑圧) -28.6

陸上移動中継局屋外型
(基地局対向)

-35.8 -119.0 66.9 帯域内(不要発射) 16.3 89.5 帯域内(不要発射) -6.2

23.0 -43.0 71.5 帯域外(感度抑圧) -5.5 94.1 帯域外(感度抑圧) -28.1

※黄色網掛けはマージン小(5dB未満:調査モデル3のみ)、赤色網掛け&赤文字は改善必要、青色網掛け&青文字は規定緩和案)
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◼2GHz帯携帯電話(UL)→PHS方式親機共用検討結果

– I/N基準

◼2GHz帯携帯電話(UL)→sXGP方式親機共用検討結果

– I/N基準（陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)より）

調査モデル 1 調査モデル 2 調査モデル 3

干渉形態
被干渉システム

(Classic-DECT)
与干渉システム

(2GHz LTE(DL))

与干渉量
(帯域内:dBm/MHz,帯域

外:dBm)

被干渉許容値
(帯域内:dBm/MHz,帯域

外:dBm)

調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
干渉発生確率3%の
干渉電力(dBm) 所要改善量(dB)

7 PHS方式親機 移動局(屋内)
-30.0 -121.0 71.9 帯域内(不要発射) 19.1 72.1 帯域内(不要発射) 18.9 -132.8 帯域内(不要発射) -11.8

23.0 -32.0 84.1 帯域外(感度抑圧) -29.1 84.3 帯域外(感度抑圧) -29.3 -74.6 帯域外(感度抑圧) -42.6

調査モデル 1 調査モデル 2 調査モデル 3

干渉形態
被干渉システム

(Classic-DECT)
与干渉システム

(2GHz LTE(DL))

与干渉量
(帯域内:dBm/MHz,帯域

外:dBm)

被干渉許容値
(帯域内:dBm/MHz,帯域

外:dBm)

調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
調査モデル
結合損(dB)

所要改善量(dB)
干渉発生確率3%の
干渉電力(dBm) 所要改善量(dB)

7 PHS方式親機 移動局(屋内)
-35.8 -121.0 71.9 帯域内(不要発射) 13.3 72.1 帯域内(不要発射) 13.1 -138.4 帯域内(不要発射) -17.4

23.0 -32.0 84.1 帯域外(感度抑圧) -29.1 84.3 帯域外(感度抑圧) -29.3 -74.4 帯域外(感度抑圧) -42.4

2GHz帯携帯電話→PHS親機干渉計算結果（現行規定）

2GHz帯携帯電話→PHS親機干渉計算結果（規定緩和案）

1911.6-1916.6MHzでの不要発射の強度はPHS
帯域の保護規定 -41dBm/300kHz(1884.5MHz-
1915.7MHz)を考慮し 1911.6-1915.7MHz:
-41dBm/300kHz、1915.7-1916.1MHzの移動局:
-10dBm/MHz、その他: -13dBm/MHzとして算出

※

※赤色網掛け&赤文字は改善必要、青色網掛け&青文字は規定緩和案)

※注釈から平均を考慮して緩和案で計算されていた
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2GHz帯携帯電話の規定緩和案での干渉計算結果の考察

◼2GHz帯携帯電話(UL)→デジタルコードレス電話

– 緩和案を実施しても調査モデル3での所要改善量は全てマイナスであることからDECT方式とは共用可能と考えられる

– PHS方式の親機は許容干渉レベル(I/N基準)がDECT方式より2dB深い (-121dBm/MHz)ため、携帯電話移動局(屋内)
からPHS方式親機に対する所要改善量は -0.9dB程度となることが想定されるが、PHS方式は帯域幅がDECT方式の
300/1728倍であって干渉量はさらに7.6dB低減すると思われるため共用可能と考えられる

– 確認のため調査モデル3を含めた携帯電話移動局(屋内)とPHS方式親機との干渉計算を実施したところ、所要改善量
は規定緩和案でもマイナスとなるため共用可能と考えられる

– sXGP方式親機に対しては過去報告(陸上無線通信委員会報告(R2.5.21))にて、拡張した周波数(F2) で携帯電話の

帯域外領域における不要発射の強度を既に緩和した条件で検討実施されており、携帯電話移動局からの干渉計算
結果で7.16dB、小電力レピータ(基地局対向、一体型)からの干渉計算結果で7.71dBの改善量が残る組合せがあるが、
携帯電話システムの実機の実力値、及び、sXGP方式は近距離通信が多いため通常の携帯電話システムより希望波
電力が大きくなることを考慮した場合、共用可能であると結論付けられている

陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)より
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携帯電話の規定緩和案まとめ

携帯電話の無線局の不要発射規定について、共用検討結果から以下の緩和案にてデジタルコードレス電話の
無線局と共用することが適当である

◼2GHz帯移動局

– 現行 1884.5~1915.7MHz： -41dBm/300kHz (-36dBm/MHz)

– 緩和案 1884.5~1910.0MHz： -30dBm/MHz 帯域幅が5MHzの場合
1910.0~1915.7MHz： -25dBm/MHz 帯域幅が5MHzの場合

1884.5~1906.6MHz： -30dBm/MHz 帯域幅が10MHz以上の場合
1906.6~1915.7MHz： -25dBm/MHz 帯域幅が10MHz以上の場合

◼上記以外の携帯電話の無線局

– 現行 1884.5~1915.7MHz： -41dBm/300kHz (-36dBm/MHz) 基地局、移動局、陸上移動中継局

1884.5~1915.7MHz： -51dBm/300kHz (-46dBm/MHz) 小電力レピータ

– 緩和案 1880~1920MHz： -30dBm/MHz(基本スプリアス規定に包含) 2GHz帯以外の移動局

1884.5~1915.7MHz： -41dBm/300kHz (-36dBm/MHz) 基地局、陸上移動中継局、小電力レピータを

本規制値で統一
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共用条件検討で使用した伝搬モデルについて

◼情通審第149回陸上無線通信委員会報告(R2.5.21) 参考資料1 参照

自由空間伝搬モデル 屋内伝搬モデル(Rec. ITU-R P.1238-10) ←SEAMCATにはプラグイン無し

SEAMCAT 拡張秦モデル

SEAMCAT 屋内伝搬モデル IEEE 802.11 Model C

伝搬モデルごとの距離/伝搬損特性(EXCEL)

SEAMCAT最新バージョン(5.4.2)では、前回報告で近距離伝搬に使用された拡張秦SRDモデルの挙動
がおかしいのと、40m未満では調査モデル1,2で使用する屋内伝搬モデルとの誤差が大きいため、誤差が
小さく屋内伝搬モデルとしてプラグインが準備されているIEEE 802.11 Model Cをシナリオに使用する

dBP=4mとする



デジタルコードレス電話と携帯電話のアンテナパターン
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◼ sXGP基地局 (情通審第149回陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)より)

◼ LTE-Advanced基地局 (情通審第128回新世代モバイル通信システム委員会報告(H29.9.27)より)

SEAMCATではチルト角=6.5°を設定
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◼小電力レピータ、陸上移動中継局 (情通審第149回陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)より)
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携帯電話のパワー制御

◼送信電力分布 (情通審第149回陸上無線通信委員会報告(R2.5.21)より)
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